
自治事務 法定受託事務
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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

令和04年06月17日(金)

総務防災課 担当係 防災係 管理番号 2910防災機能強化事業

安心とやすらぎを感じられるまち

災害に強い防災体制の推進

令和2年度

総務費 総務管理費

市民、自主防災組織、災害協定締結の関係機関等

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

２．事業費（投入コスト）

区分 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事
業
費 地方債 0 0

4,577,289 4,532,132 4,413,390

地域防災指導員の任用

年度別計画

6,104,000 5,384,000

事務事業評価表
１．基本事項

大項目

小項目

4

防災対策の充実のため、地域住民を対象として、自主防災会の設立、育成を図る。また、総合防災訓練や自主防災会の
訓練等を通じて、防災意識及び防災知識の向上を図る。

担当課

県支出金 250,000 0 0 29,000 80,000 125,000

0

0

0

4,327,289

災害対策費

事務事業

1

事業概要

9,138,000

0

0

決算額

国支出金

中項目 1 備えができ安全・安心なまちづくり

0 0

0 0 0 0

5,175,000

0 0 0 0 0

4,532,132 4,413,390 2,769,972

単位：円

5,790,345

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

13,523,139 13,092,332

8,945,850 8,560,200

1.15 1.10 1.10 1.35 1.45

13,060,490

8,647,100

1.53

12,440,962

21,703,962

10,997,100 11,254,777

13,796,072 17,125,122

令和4年度

5,870,345

前年度決算額（円）

一般会計

目

総
合
計
画

主要プロジェクト 4 暮らし安心ふかやプロジェクト

災害対策基本法、自主防災組織設置要綱

根拠法令
個別計画等

事業区分 ■ □

目的
※何のために

防災機能強化事業

市民及び地域の防災力向上のため

対象
※誰・何を対象に

関係団体

区分 款

手段
※どのように

自主防災組織の設立、育成及び防災訓練などを実施するほか、地域防災指導員と防災士による防災啓発活動等を行う

成果
※何を求めるか

市民の防災意識及び防災知識の向上及び地域の防災力向上

項

作成日

細事業名

令和3年度

事務事業を
構成する
予算事業

2,798,972 5,870,345 0

防災士資格取得補助金交
付

自主防災会等交流会設立 自主防災組織の育成
総合防災訓練(中止)
職員研修の実施
防災啓発活動の実施
防災士資格取得の補助

自主防災組織の育成
総合防災訓練
職員研修の実施
防災啓発活動の実施
防災士資格取得の補助

自主防災組織の育成
総合防災訓練
職員研修の実施
防災啓発活動の実施
防災士資格取得の補助

9,263,0003,669,000 7,023,000

本事業の
主な業務

執行体制

自主防災組織の設立・育成

総合防災訓練の実施

職員向け研修の実施



2160 2695 2115 0

実績値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

自主防災組織の訓練参加者数
人

３．評価指標
目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

0

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

啓発事業、研修会の開催予定数/啓発事業、研修会等

回

単
位

2 2 2 2

010 10

評価者 防災係長　小川　和成

区分 評価の観点 評価 評価理由

４．観点別評価

67 69

令和
4年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

令和
2年度

令和
3年度

2

3

100

199

年１回以上会議や訓練などの活動をしている自主防災組織数

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できている
か。
・民間委託や他事業との統合・連携が可
能か。

本事業は、自助・共助による地域防災力の向上を目的に実施しているのもの
であり、防災講座、防災訓練等はマンパワーによるところが大きいが、これ
と併せて、市ホームページ等における防災関連の内容を充実し、より多くの
方に周知・啓発を行う必要がある。

C

B

自主防災組織の結成率は、増加したものの目標値を下回った。また、新型コ
ロナウイルス感染症の影響により、訓練等を実施した自主防災組織数は目標
値を大きく下回り、訓練参加者数も少なかったことからＣ評価とする。

成果

75

自治
会

実績値

目標値

実績値

目標値

199

199

成果指標３

活動指標２

成果指標１

成果指標２

評価理由・指標数値の推移
自主防災会等の防災講座等において、イツモ防災講座を実施し、目標値を達
成した。また、全ての自治会に対して自主防災会の結成促進、訓練の実施に
ついて説明することが出来たことからＡ評価とする。

81.96 0

0

10

201 200 200 199 199

36 200 200

2

年１回以上、自治会に対して説明することを目標とする　/　説明した自治会数

評価評価の観点区分

78.2 81.4875.23

603 1958

78 81

人

成果指標４

目標値

実績値

区分

防災対策啓発事業開催数（イ
ツモ防災、研修等）

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

自主防災組織結成と活動の説
明をした自治会数

防災対策啓発事業参加者数

目標値

実績値

自主防災組織結成率

訓練等を実施した自主防災組
織数

0

％

自治
会

全自治会のうち自主防災組織を設立している自治会に属する世帯数の割合

73 75

61 55 45 15 17

84 87

天候などに左右されるため目標値を設定できないため　/　啓発事業、研修会等参加者数

1251 171 280 0

目標値 71

実績値の算出式

72.93

64

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 防災係長　小川　和成

実績　/　自主防災組織の訓練参加者数

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A

142 194

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

□ ②現状のまま継続 ■成果向上のための改善

■ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

７．改善改革プラン・今後の課題

令和4年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

深谷市自主防災会等交流会を通じ、自治会の支会単位の合同訓練や、個別の自治会単位の防災訓練
を実施するとともに、新しいハザードマップの活用講座を積極的に開催し、災害リスクや、日ごろ
の備えなどの意識啓発を図る。

８．評価指標グラフ

・自主防災組織と連携を図り、感染防止対策を徹底した上で、コロナ禍でもできる訓練等を検討
し、実施する。

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

新型コロナウイルス感染症の感染状況が落ち着きを見せていることから、自
主防災組織をはじめとする各種団体の防災訓練等を積極的に支援し、目標値
の改善を図る必要がある。
また、令和４年４月に発行した新しいハザードマップの活用方法等につい
て、防災講座等を通じて広く周知していく必要がある。

令和2年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

自主防災組織の訓練については、参加人数を絞るなどし、訓練を実施した。また、コロナ禍でも実
施できる訓練として、全市民を対象としたシェイクアウト訓練を実施し、約19,000人の参加があっ
た。

評価者 課長　菅原　孝一

評価の内容説明

2910事務事業 防災機能強化事業 担当課 総務防災課 担当係 防災係 管理番号

区分 成果指標２ 指標名 自主防災組織結成率

令和5年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

深谷市自主防災会等交流会を通じて、自治会や自主防災会等の防災活動の充実を支援するととも
に、ICT等を活用した啓発活動の充実を図る。

区分 成果指標３ 指標名 訓練等を実施した自主防災組織数
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上記を実施するための具体的な取組内容は？


